
30 

 

３  歯科口腔保健の推進に必要な社会環境の整備に関する計画 

 

（１） 歯科口腔保健推進のための環境整備 

▼基本的な計画事項 

 

生涯を通じた歯科口腔保健の推進に係る環境整備を進めます。 

 

▼現状・課題 

 

○市町村、学校、事業所が実施する歯科健診及び介護保険施設、障がい者支援施設等

における歯科健診など、歯科医療等業務従事者が、行政、医療・介護関係団体に幅

広く関与することにより、地域における歯科口腔保健の充実が図られます。 

 

○市町村の歯科口腔保健事業（歯科健診・歯科保健指導等）は、歯科医師、歯科衛生

士、保健師により実施されています。 

 

○市町村における歯科医師、歯科衛生士の配置は、15 市２町(平成 29 年度) から 18

市６町１村(令和４年度)へ増加しています（図表 19）。 

 

○ライフステージを通じた歯科口腔保健事業を推進するためには、歯科医師、歯科衛

生士、歯科技工士等の歯科医療等業務従事者が、県民と関わり接する機会を広げる

必要があります。 

 

○県では、関係機関の連携による口腔保健を推進するしくみを定めた「口腔保健条例」

により、市町村をはじめ、教育関係者、福祉関係者等との連携、協働による歯と口

腔の健康づくりの取組みを推進しています。 

 

○市町村では、26市町村が口腔保健に係る条例を制定し、歯科口腔保健を推進してい

ます（図表 20）。 

 

○県では、平成 27 年 3 月に口腔保健支援センターを県庁内に設置し、歯科口腔保健

対策についての協議会の開催や歯科口腔保健に関する情報提供及び普及啓発に取

り組んでいます。 

 

○県では、保健・医療・教育・福祉等が連携・協働した８０２０運動推進協議会の開

催や歯科医療等業務従事者及びその他保健医療福祉従事者に対する口腔保健指導

者研修会を開催しています。 
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【図表 19】行政における歯科専門職の配置状況の推移（各年４月１日現在） 

圏域 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

年度 H29年

度 

R４年

度 

H29年

度 

R４年

度 

H29年

度 

R４年

度 

H29年

度 

R４年

度 

H29年

度 

R４年

度 

歯科医師 ２市 ２市 - - - - - - - - 

歯科衛生士 

 

１県 

５市 

１県 

６市 

２町 

１市 

２町 

１市 

３町 

４市 ４市 

１町 

５市 ５市 － ２市 

１村 

出典：岐阜県健康福祉部医療福祉連携推進課調べ  ※歯科衛生士養成学校の専任教員は除く 

 

【図表 20】市町村における口腔保健に係る条例の施行状況(令和４年４月現在) 

施行年度 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨 

平成 23年度 山県市 大垣市    

平成 24年度 岐阜市  八百津町   

平成 25年度 各務原市 池田町 美濃加茂市、坂祝町、富加

町、川辺町、七宗町、白川

町、東白川村、御嵩町 

多治見市  

平成 26年度  揖斐川町  瑞浪市、恵那市  

平成 27年度   可児市  下呂市 

平成 28年度    中津川市  

平成 29年度  大野町    

平成 31年度 

 

 神戸町 

輪之内町 

安八町 

   

令和２年度    土岐市  

出典：岐阜県健康福祉部医療福祉連携推進課調べ 

 

▼取組の方針 

 

歯科口腔保健事業を推進するための人材の確保・育成を進めます。 

➢ 市町村の歯科口腔保健事業の充実を図るため、学校、事業所、介護保険施設等、

教育、労働、介護の各分野で幅広く活躍できる歯科医師や歯科衛生士等の人材の

育成を推進します。 
 

口腔保健支援センターが実施する口腔保健情報の提供による支援を充実します。 

➢ 全県的な口腔保健情報の収集や提供、関係者への研修等の機能を果たす県口腔保

健支援センターの活動を通じて、口腔保健情報の提供を実施します。 
 

歯科医療等業務従事者やその他保健医療従事者に対して実施する研修等の充実を図

ります。 

➢ 歯科保健関係機関・団体と連携・協働して、歯科医療等業務従事者（歯科医師・

歯科衛生士・歯科技工士）やその他保健医療福祉従事者（医師・保健師・助産師・

看護師・薬剤師・管理栄養士、介護関係者等）に対して、様々な分野で対応でき

る人材の育成と資質の向上に努めます。 
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（２） 正しい知識の普及啓発 

▼現状・課題 

 

○８０２０運動を知っている人の割合は６割程度となっています（図表 21）。 

引き続き、８０２０運動の普及啓発を実施することが必要です。 

 

○喫煙と歯周病の関係を知っている人の割合は、６割から７割程度となっています。

（図表 21）。喫煙が歯周病を悪化させること、やがては歯の喪失に繋がることを引

き続き啓発し、周知を図る必要があります。 

 

○オーラルフレイルを知っている人の割合は約 14％となっています（図表 21）。 

オーラルフレイルについての普及啓発を実施することが必要です。 

 

○かかりつけ歯科医を決めている人の割合は、60 歳以降の年代で９割を超えていま

す（図表 22）。30 歳、40 歳、50 歳の年代に、かかりつけ歯科医をもつことの必要

性を啓発する必要があります。 

 

○歯と口の健康週間（６月４日～10日）では、日本歯磨工業会が厚生労働省、文部科

学省及び日本歯科医師会と共同作成したポスターを配布し、歯と口腔の健康につい

て普及啓発しています。 

 

○歯周病が全身疾患と関わりがあることを知っている人の割合は、５割から７割程度

となっています（図表 23）。歯周病の悪化が全身疾患に影響を与えることを引続き

啓発し、周知を図る必要があります。 

 

○フッ化物洗口を実施している市町村や学校等は年々増加しています（図表 24）。フ

ッ化物洗口の有効性や安全性に対する正しい知識の普及を図り、フッ化物洗口によ

る効果的なむし歯予防が必要です。 

 

○県民の歯科疾患や市町村での歯科保健事業状況について調査し、その結果を保健所

や市町村に情報提供をしています。 

引き続き、最新情報や国の動向等の情報収集に努め、有効な調査を進めるとともに、

関係団体・機関等に情報提供を行うことが必要です。 

 

○むし歯予防、歯周病予防、口腔機能の維持・向上等をテーマとして、県歯科医師会

等の歯科保健医療関係団体の協力を得て、「歯と健康の県民フォーラム」を毎年開

催しています。 
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【図表 21】県民の歯科保健意識                 （単位：％） 

調査年度 平成 21

年度 

平成 23

年度 

平成 28

年度 

令和４年

度 

８０２０運動を知っている人の割合 55.4 60.0 61.4 59.5 

喫煙と歯周病との関係を知っている人の割合 66.2 69.2 72.7 62.7 

オーラルフレイルを知っている人の割合 - - - 14.8 

出典：県成人歯科保健実態アンケート調査 

 

 

【図表 22】かかりつけ歯科医を決めている人の割合（年齢階級別） （単位：％） 

 
出典：県成人歯科保健実態アンケート調査 

 

【図表 23】歯周病が全身疾患と関わりがあることを知っている人の割合（年齢階級別） 

（単位：％）  

 

出典：県成人歯科保健実態アンケート調査（令和 4年度） 

 

【図表 24】学校等施設でのフッ化物洗口実施状況         （単位：か所） 

      調査年度（平成） 21年度 23年度 28年度 30年度 

フッ化物洗口実施市町村数 23 25 35 37 

学校等施設数（保・幼・小・中）合計 1,198 1,185 1,156 1,019 

フッ化物洗口実施学校等施設数合計 175 195 241 283 

 保育所 53 57 60 49 

幼稚園 18 19 23 22 

小学校 87 94 126 168 

中学校 17 25 32 42 

出典：県口腔保健の現況（H21、H23）、フッ化物洗口実態調査（H28、H30） 
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▼取組の方針 

 

歯と口の健康週間等の機会を活用し、幅広い普及啓発に取り組みます。 

➢ ８０２０運動を推進し、歯と口腔の健康づくりに必要な知識の普及啓発を行いま

す。 

➢ 歯科医療機関への受診や歯科健診を受ける機会を利用し、歯科口腔保健について

の正しい知識の普及を図ります。 

➢ オーラルフレイルについて正しい知識の普及啓発を行います。 

 

歯科保健指導を受けることの必要性について普及啓発を推進します。 

➢ 歯科医師や歯科衛生士から、歯科保健指導を受けることの必要性を啓発します。 

 

地域の口腔保健情報等を収集し、県民に対して情報提供を行います。 

➢ 口腔保健に関する最新の情報や国の動向等の情報収集に努め、市町村や関係機関・

団体に情報提供します。 

 

口腔と全身の関係について、普及啓発を行います。 

➢ 歯周病と糖尿病が相互に関係していることや口腔機能の低下がもたらす健康への

影響等について啓発を図ります。 
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（３） 歯科口腔保健に必要な人材の確保・育成 

▼現状・課題 

 

○歯科口腔保健を支える歯科医師や歯科衛生士の数は増加傾向にありますが、歯科技

工士は減少傾向にあります（図表 25）。 

 

○口腔ケア等の推進を図り、技術の向上を図るため、歯科医療等業務従事者及びその

他保健医療福祉従事者に対して、毎年、口腔保健指導者研修会を実施しています。 

 

○在宅歯科医療や障がい児（者）歯科医療に対応できる歯科医師や歯科衛生士が少な

い状況です。高齢者や障がい児（者）の歯科医療や口腔機能管理ができる歯科医師

及び口腔健康管理に対応できる歯科衛生士等の確保・育成が必要です。 

 

○歯科保健医療現場から離職している歯科衛生士等の復職のための教育が求められ

ています。結婚や子育て等の理由により離職し、復職を希望している潜在的歯科衛

生士や、現在勤務している歯科衛生士が離職しないよう、離職防止やスキルアップ

等の研修を実施しています。 

 

○歯科技工士は、適正な技工物作製のための最新情報の知識や技術の向上が求められ

ています。審美性だけでなく、最新の技術と口腔機能や口腔衛生を考慮した技工物

の作製のための研修が必要です。 

 

【図表 25】歯科医療等業務従事者数の推移            （単位：人） 

年 H16年 H18年 H20年 H22年 H24年 H26年 H28年 H30年 R２ R４ 

歯科医師 *1 1,384 1,411 1,495 1,551 1,595 1,593 1,637 1,658 1,678 - 

 指数 100.0 102.0 108.0 112.1 115.2 115.1 118.3 119.8 121.2 - 

歯科衛生士*2 1,688 1,872 2,044 2,176 2,260 2,457 2,595 2,804 2,945 3,139 

 指数 100.0 110.9 121.1 128.9 133.9 145.6 153.7 166.1 174.5 186.0 

歯科技工士*2 697 681 656 645 625 642 655 630 641 560 

 指数 100.0 97.7 94.1 92.5 89.6 92.1 94.0 90.4 92.0 80.3 

出典：*1医師・歯科医師・薬剤師調査、*2衛生行政報告例 

「指数」は、H16年値を 100とした場合の値を示す 

 

▼取組の方針 

 

歯科医療等業務従事者やその他保健医療従事者等の資質の向上のための研修を充実

します。 

➢ 口腔保健推進の理解・協力を得るため、歯科医療等業務従事者（歯科医師・歯科

衛生士・歯科技工士）やその他の保健医療従事者等（医師・保健師・薬剤師・助

産師・看護師・管理栄養士・介護支援専門員・訪問介護員等）に対して口腔保健

の推進に係る研修を実施します。 
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高齢者や障がい児（者）の歯科治療、歯科疾患予防、口腔機能管理ができる歯科医師、

歯科衛生士の育成を強化します。 

➢ 高齢者の口腔健康管理として歯科健診・口腔機能管理、摂食嚥下訓練指導、歯科

治療を効果的に実施することができる歯科医師育成のための研修を開催します。 

➢ 在宅歯科医療を担う歯科衛生士に対し、疾病や障がいの理解等基本的知識の習得

及び歯科医療技術能力の向上を図ります。 

➢ 歯科受診が困難な障がい児（者）および医療的ケア児への適切な歯科医療を提供

するため、障がい児（者）の歯科治療を担う歯科医師、歯科衛生士の育成を強化

します。 

➢ 基礎疾患や口腔内の状況を汲み取り、他の医療・介護職種と連携を図りながら口

腔健康管理ができる歯科医師、歯科衛生士等を育成します。 

 

未就業歯科衛生士の現場復帰を支援するため、研修プログラムを充実します。 

➢ 結婚、出産等の理由から離職した歯科衛生士を掘り起こし、現場復帰に資するた

めの研修会を開催します。 

➢ 現在勤務している歯科衛生士が離職しないよう、離職防止やスキルアップ等の研

修会を開催します。 

➢ 在宅歯科医療や障がい児(者)歯科医療の現場で活躍できる歯科衛生士の確保を推

進します。 

 

口腔機能の知識の普及と人材の育成を推進します。 

➢ 摂食嚥下や口腔機能訓練に関する研修会を開催するなど、専門的知識をもった歯

科医療・介護従事者の育成を図ります。 
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（４） 歯科口腔保健に関わる人の連携・協力 

▼現状・課題 

 

○高齢化の進行により、在宅歯科医療のニーズが増加するほか、医療機関での入院期

間の短縮に伴い歯科医療機関にリスクの高い有病者の受診者が増加します。 

 

○基礎疾患と口腔疾患は密接な関わりがあります。また全国調査では、誤嚥性肺炎が

全死因に占める割合において増加傾向にあります。（図表 26）これらを考慮して、

医科歯科連携による歯科口腔保健の推進が必要です。医科・歯科関係者の連携体制

の構築が求められています。 

 

○県民の歯科疾患予防のためには、歯科健診とその後の歯科保健指導の実施が基本で

す。歯科医師会や歯科衛生士会等と連携・協働した歯科保健事業の推進が必要です。 

 

○歯と口腔の健康づくりに携わる分野は、保健、医療、福祉や教育等、様々な分野に

広がっています。市町村、関係団体・機関等の地域における関係者の連携が求めら

れます。 

 

○歯科保健医療従事者は、歯科受診や歯科健診において、口腔内の観察や所見により、

子どもの虐待を発見できる機会があります。虐待の歯科的特徴、虐待を発見した場

合の対応などについて把握しておくことが望まれます。 

 

【図表 26】誤嚥性肺炎が全死因に占める割合（全国） 

 

出典：人口動態調査（厚生労働省） 

 

▼取組の方針 

 

口腔と全身の関係について普及するとともに、基礎疾患を有する人の歯科口腔保健対

策を推進するため、医科・歯科等の連携を推進します。 

➢ 口腔・顎・顔面の発育不全のある人や糖尿病患者、妊産婦、周術期管理を必要と

する人、障がい児（者）、要介護者等の基礎疾患を有する人等は、歯科疾患になる

リスクが高いことから、医科と歯科が連携した歯科口腔保健対策を推進します。 

➢ 口腔ケアが誤嚥性肺炎の発症予防につながることや周術期口腔機能管理が平均在

院日数の短縮につながること等、口腔と全身の関係について普及啓発を行います。 
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歯科医師会や歯科衛生士会等と連携・協働した歯科保健指導の実施を推進します。 

➢ 地域において歯科口腔保健事業を実施するため、市町村の関係者をはじめ、歯科

医師会や歯科衛生士会等の連携・協働を図るとともに、県民に対する歯科口腔保

健事業への積極的な参加を推進します。 

 

市町村、関係団体・機関との連携の強化を図ります。 

➢ 県、市町村、関係団体・機関の相互協力により、幅広く歯科口腔保健に取り組む

ため、連携体制の構築・強化を図ります。 

➢ 虐待を受けている可能性のある子どもを発見した場合の対応方法や情報共有に努

めるなど、関係機関との連携を図ります。 

➢ それぞれの役割分担のもと、各分野から県民に対して、歯と口腔の健康の重要性

について啓発することに努め、社会全体で歯と口腔の健康づくりの推進に取り組

む機運の醸成を図ります。 

 

口腔管理の観点から医歯薬連携による５疾病への対応を推進します。 

がん対策 

➢ がん治療に伴う口腔合併症の予防及び軽減やがん患者の在宅等における口腔健康

管理の支援を推進するため、医科と歯科が連携し、周術期の口腔機能管理を切れ

目なく実施できる体制の整備を図ります。 

脳卒中 

➢ 摂食嚥下機能の回復など経口摂取への移行に向けた口腔機能リハビリテーション

を、適切な評価に基づき、できるだけ早期から実施するよう推進します。 

➢ 誤嚥性肺炎を予防するため、口腔ケアの実施と口腔健康管理を継続できる体制の

整備を推進します。 

急性心筋梗塞 

➢ 発症予防のために、県民に対して歯周病の予防、早期治療について推進します。 

糖尿病 

➢ 歯周病と糖尿病の関係について、県民への啓発を推進します。 

➢ 医療機関との連携を推進し、歯周病の予防や治療等の口腔管理が実施できる体制

整備を図ります。 

精神疾患 

➢ 認知症が重度化し、口腔の機能が低下することによって誤嚥性肺炎のリスクが高

まることが予測されます。認知症の人に対する口腔ケアの重要性について啓発し

ます。 

➢ 医療機関と歯科医療機関との連携を推進します。 

 

口腔健康管理及び食育の推進に向けた取組みを支援します。 

➢ 咬み合わせ・顎等の発達、むし歯・歯周病の予防、口腔機能の維持・向上等、「歯

と口腔の健康」と「食べること」は、密接に関わりあっています。 

➢ ライフステージの特徴に応じた「食べ方」について、歯と口腔の健康づくりの観

点から食育の推進を支援します。 

➢ 高齢になると薬の服用率が高く、薬の副作用により口腔内の状態が悪化すること

があり、飲み込み等、口腔機能の低下に影響するため、お薬手帳等により、かか

りつけ医やかかりつけ歯科医、かかりつけ薬局との情報共有を推進します。 
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（５） 歯科口腔保健に関する調査・情報の提供 

▼現状・課題 

 

○歯科疾患や歯科保健事業の実施状況を調査し、有識者、歯科保健関係者らと意見交

換を行うなど、実態の把握を行っています。 

最新の情報や国の動向等について情報収集を進め、県歯科医師会や県歯科衛生士会

等と連携・協働し、市町村や介護事業者等に情報提供する必要があります。 

 

○歯科口腔保健に関する調査、歯科疾患実態調査、成人歯科疾患実態調査など、定期

的に県民の疾患等の調査を実施し、調査結果等を公表しています。 

 

○市町村が実施する歯科健診の状況や、歯科疾患予防に関する取組みなど、市町村が

提供する歯科保健医療の状況把握に努めています。 

調査結果等は、県ホームページへ掲示するほか、市町村、歯科医師会、歯科医療関

係者等へ情報提供しています。 

 

○糖尿病と歯周病の関係、オーラルフレイル、認知症と噛むことの関係など、歯と口

腔の健康が全身の健康と深い関わりがあることや、口腔の疾患が他の疾患と関係が

あることが分かってきています（図表 27）。 

 

【図表 27】「歯と口腔の健康」と「全身の健康」との関わり 

口腔と全身

の関わり 

がん 口腔の衛生状態が、がん治療の経過や予後に大きく関わることが明

らかになってきています。歯科治療及び口腔健康管理が、がん治療

の支持療法の一つとして位置づけられるようになってきています。 

脳卒中 発症後、後遺症が残ることが多く、口腔機能（食べる、飲み込む、

会話などの日常生活における機能）についても障害が発生する場合

があることから、口腔健康管理の支援が必要です。 

急性心筋

梗塞 

危険因子の一つとして歯周病があり、発症を予防するためには、歯

周病の予防及び適切な治療が求められます。 

糖尿病 歯周病の進行は糖尿病をさらに悪化させるというデータが公表され

ています。歯周病の治療により、糖尿病のコントロールが改善する

可能性があることも明らかになってきています。 

精神疾患 職場におけるうつ病の増加や、高齢化による認知症の人の増加など、

精神疾患は住民に広く関わる疾患となっています。精神疾患を有す

る患者においては、自己の口腔ケアへの意識の欠落や、薬の副作用

による唾液の減少で、むし歯や歯周病の発症がみられることがあり

ます。 

口腔と生活

習慣の関わ

り 

食育 咬み合わせ・顎等の発達、むし歯・歯周病の予防、口腔機能の維持・

向上等、歯と口腔の健康と食との関わりは密接であることから、ラ

イフステージの特徴に応じた「食べ方」の支援が求められています。 
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喫煙 歯周病の進行、口腔がん、メラニンの色素沈着等の影響を及ぼすた

め、歯科の領域からも禁煙指導、喫煙防止、受動喫煙防止の施策が

必要です。 

口腔機能の

低下に関係

する心身機

能の低下 

オーラル 

フレイル 

 

口腔機能が低下し虚弱となった状態を「オーラルフレイル」といい、

口腔機能が虚弱することで、滑舌低下、食べこぼし、わずかなむせ、

噛めない食品が増加します。 

食欲の低下、柔らかい食べ物や食べられる食品が限られるなど、低

栄養に陥りやすく、心身機能への影響が懸念されます。 

ロコモテ

ィブシン

ドローム 

 

サルコペ

ニア 

・ロコモティブシンドローム（運動器症候群） 

加齢に伴い筋肉、骨、関節など身体の一部に支障をきたすこと

によって、日常の生活が困難になる現象 

・サルコペニア（筋肉量の減少） 

加齢に伴う筋肉量の減少 

・口腔における筋肉や関節の機能低下によって、噛む力が低下し食

べる量が減少します。低栄養、代謝量の低下など、心身機能への

影響が懸念されます。 

 

▼取組の方針 

 

歯・口腔の健康と全身の健康の関係など、歯と口腔の健康づくりに有用な情報を提供

します。 

➢ あらゆる機会をとらえ、歯と口腔の健康が全身の健康と深い関わりがあることや、

糖尿病と歯周病の関係、オーラルフレイル、認知症と噛むことの関係など、歯と

口腔の健康づくりに関する知識を県民に普及啓発します。 

 

地域における歯科疾患の状況把握に努め、地域の歯科口腔保健に必要な情報を提供

します。 

➢ 歯と口腔の疾患と基礎疾患との関係性について、二次医療圏ごとに歯科疾患の状

況や年代別の特徴等の把握調査に努めるなど、地域ごとの歯科疾患の状況把握に

努め、収集した情報を提供します。 

➢ 定期的に県民の歯科疾患等の調査を実施することにより、データ収集・分析を行

い、結果を公表します。 
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（６） 口腔がん対策 

▼現状・課題 

 

○口腔・咽頭のがんに罹患する人は、60歳代以降で多くなっています（図表 28）。 

 

○口腔がん検診に対応できる歯科医師の育成が求められています。 

 

○口腔外科を標榜している病院には、地域偏在があります（図表 29）。 

 

○口腔がんの認知度を高め、早期予防と早期発見の対策が必要です 

 

【図表 28】口腔・咽頭を部位とするがんの罹患者数等の推移（岐阜県）  

年次 
平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 

５～49歳 23 8.1% 30 9.8% 28 8.3% 27 8.3% 

50歳代 29 10.2% 36 11.7% 38 11.3% 39 12.0% 

60歳代 89 31.4% 81 26.5% 77 22.8% 76 23.3% 

70歳代 83 29.2% 96 31.4% 97 28.8% 103 31.6% 

80歳以上 60 21.1% 63 20.6% 97 28.8% 81 24.8% 

合計 284 100．0% 306 100．0% 337 100．0% 326 100.0% 

出典：岐阜県健康福祉部保健医療課 岐阜県のがん登録（年次集計結果） 

 

【図表 29】県内病院の歯科口腔外科設置状況（令和５年７月現在） 
圏域 所在地 病 院 名 

岐阜 

岐阜市 

岐阜大学医学部附属病院 

岐阜県総合医療センター 

岐阜市民病院 

医療法人社団カワムラヤスオメディカルソサエティ河村病院 

近石病院 

朝日大学病院 

各務原市 公立学校共済組合 東海中央病院     

笠松町 松波総合病院 

西濃 

大垣市 
大垣市民病院    

医療法人徳洲会 大垣徳洲会病院 

養老町 岐阜県厚生農業協同組合連合会 西美濃厚生病院 

垂井町 特定医療法人博愛会 博愛会病院 

 揖斐川町 
岐阜県厚生農業協同組合連合会 西濃厚生病院 

（R5.10 から岐阜県厚生農業協同組合連合会 西濃厚生病院）  

中濃 

関市 岐阜県厚生農業協同組合連合会 中濃厚生病院 

白川町 医療法人白水会 白川病院 

美濃加茂市 中部国際医療センター 

東濃 
多治見市 岐阜県立多治見病院  

中津川市 総合病院中津川市民病院 
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飛騨 

高山市 高山赤十字病院  

下呂市 
岐阜県立下呂温泉病院 

下呂市立金山病院 

計 14市町 21ヶ所 

出典：岐阜県健康福祉部医療整備課調べ 

 

 

口腔がんの知識や口腔がん検診の普及を促進します。 

➢ 喫煙により、口腔がんに罹患する危険性が高まるなど、喫煙と口腔がんの関係性

について広く普及啓発します。 

➢ 口腔がんの早期発見・早期治療につなげるため、歯科医療等業務従事者以外の医

療・介護関係者に対する研修を実施する等、口腔がんの知識の普及を促進します。 

 

かかりつけ歯科医への定期受診、定期健診を勧奨します。 

➢ 口腔内の異常に気付いたら早めにかかりつけ歯科医に受診するなど、かかりつけ

歯科医をもち、定期的に歯科健診や歯科受診を受けることの大切さを啓発します。 

 

歯科診療所と病院の連携、がん拠点病院及び関連病院等と地域の歯科医師会との医療

連携を推進します。 

➢ 口腔がんに関する知識や情報の共有を図り、歯科診療所と病院が連携して口腔が

んの予防及び口腔がんの早期発見・早期治療を実施できる体制の整備を推進しま

す。 

 

口腔がんに対する知識の習得等を通じて、歯科医療等業務従事者の資質の向上を図り

ます。 

➢ 口腔がんに対する知識を学ぶ研修を実施する等、歯科医師、歯科衛生士の資質の

向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼取組の方針 
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（７） 周術期口腔保健対策 

▼現状・課題 

 

○近年、歯周病と糖尿病は負の相関関係にあること、口腔ケアが誤嚥性肺炎の発症予

防につながることなど口腔と全身の関係について指摘されています。また、例えば

がん治療中は化学療法や放射線療法の影響により口内炎が多発するなど口腔内の

環境が劣悪になり、口腔機能管理が必要とされます。 

 

○周術期（手術前、手術後、化学療法時、放射線療法時）に適切な口腔機能管理を行

うことで、手術後等の誤嚥性肺炎予防や、平均在院日数の短縮などの効果があると

いわれています。 

 

○病院内のチーム（栄養サポート、緩和ケア、在宅カンファレンス等）に参画し、口

腔管理の重要性を啓発する必要があります。 

 

○周術期に口腔機能管理を実施する歯科医療機関は県全体で 50 医療機関（令和４年

度）となっています（図表 30）。岐阜圏域以外は５施設から９施設と少ないため、

病院と歯科診療所の連携を推進することが必要です。 

 

○入院療養生活が長くなると、口腔を清潔に保つことが難しくなります。主治医と連

携した適切な口腔機能管理が重要です。 

 

○歯科診療所から入院医療機関に対し、入院する患者の口腔内の状態や歯科治療経過

について情報提供を行うなど、病院と歯科診療所の連携が必要となります。 

 

○歯科口腔外科のない病院に入院する患者の周術期の口腔ケアが必要な場合は、かか

りつけ歯科医などによる病院への訪問歯科診療の対応が必要です。 

 

【図表 30】周術期口腔機能管理料を算定している保険医療機関数（令和５年３月現在）                       

（単位：施設）  

               

出典：岐阜県健康福祉部医療福祉連携推進課調べ) 
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▼取組の方針 

 

周術期の口腔ケアの必要性を啓発します。 

➢ 県民や病院に勤務する医療従事者に対して、周術期の口腔ケアの必要性や効果に

ついて普及します。 

 

周術期の口腔機能管理ができる歯科医師・歯科衛生士を育成し、口腔機能管理の実施

を促進します。 

➢ 主治医と連携して適切な口腔機能管理が実施できるよう、歯科医師及び歯科衛生

士の育成を図り、周術期口腔機能管理を推進します。 

 

周術期の口腔機能管理に取り組む歯科医療機関の増加を図ります。 

➢ 歯科医療機関を対象とした周術期の口腔機能管理に関する研修会や講習会を開催

するなど、周術期口腔機能管理による地域医療連携を推進します。 

 

入退院における医科歯科連携、歯科・介護連携の強化を図ります。 

➢ 周術期の口腔管理を切れ目なく実施するため、術前入院、術後退院における、歯

科診療所、病院、介護保険施設等との連携強化を図ります。 
 

（再掲）【図表 29】県内病院の歯科口腔外科設置状況（令和５年７月現在） 
圏域 所在地 病 院 名 

岐阜 

岐阜市 

岐阜大学医学部附属病院 

岐阜県総合医療センター 

岐阜市民病院 

医療法人社団カワムラヤスオメディカルソサエティ河村病院 

近石病院 

朝日大学病院 

各務原市 公立学校共済組合 東海中央病院     

笠松町 松波総合病院 

西濃 

大垣市 
大垣市民病院    

医療法人徳洲会 大垣徳洲会病院 

養老町 岐阜県厚生農業協同組合連合会 西美濃厚生病院 

垂井町 特定医療法人博愛会 博愛会病院 

 揖斐川町 
岐阜県厚生農業協同組合連合会 西濃厚生病院 

（R5.10 から岐阜県厚生農業協同組合連合会 西濃厚生病院）  

中濃 

関市 岐阜県厚生農業協同組合連合会 中濃厚生病院 

白川町 医療法人白水会 白川病院 

美濃加茂市 中部国際医療センター 

東濃 
多治見市 岐阜県立多治見病院  

中津川市 総合病院中津川市民病院 

飛騨 

高山市 高山赤十字病院  

下呂市 
岐阜県立下呂温泉病院 

下呂市立金山病院 

計 14市町 21ヶ所 

出典：岐阜県健康福祉部医療整備課調べ 
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（８） 口腔外傷対策 

▼現状・課題 

 

○口腔外科を標榜している病院は、地域偏在がみられます（図表 29）。（再掲） 

 

○病院が少ない地域では、病院と診療所の連携が希薄となります。病院と診療所の連

携の強化を図り、医療連携による歯科医療を提供できる体制づくりが必要です。 

 

○口腔外傷の治療ができる二次医療機関の体制の整備が必要です。 

 

▼取組の方針 

 

病院と歯科診療所の連携を図り、口腔外科の治療が受けられる体制づくりを推進しま

す。 

➢ 交通事故をはじめ、作業中の事故やスポーツ中の外傷、転倒等の外傷が原因で顎

骨の骨折・歯の破折・軟組織の外傷を負うことがあります。痛みや腫れ、出血が

伴い、顎骨の骨折の多くは入院し、手術の必要もあります。 

➢ 歯科診療所で対応することが困難な場合は、歯科診療所が口腔外科を有する病院

に患者を紹介したり、口腔外科を有する病院が歯科診療所でできる軽微な処置を

するための後方支援の役割を担うなど、対応できる医療機関の連携を図り、口腔

外科の治療が受けられる体制づくりを推進します。 

 

口腔のけがへの応急処置の方法や口腔外傷の治療に対応できる歯科医療機関の周知

など、口腔外傷への対応について啓発を図ります。 

➢ 口腔内をけがした時の対処方法や、口腔のけがの治療に対応できる歯科診療所や

歯科口腔外科を標榜する病院の医療機関情報の提供など、口腔のけがに対する対

応について啓発します。 
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（９） 災害対策 

▼現状・課題 

 

○予想される南海トラフ地震等の地震災害による数多くの負傷者等へ医療を提供す

るため、県は、医療（助産）救護体制を確立することを目的とした「岐阜県地震災

害等医療救護計画」を策定しています。 

 

○県は、県歯科医師会と災害時の歯科医療救護対策として、歯科医療救護に関する協

定を締結しています。 

 

○被災者の避難生活の質を維持するため、県歯科医師会の協力のもと、歯科医師、歯

科衛生士等の派遣による歯科保健活動の支援体制が整えられています。 

 

○東日本大震災では、巡回歯科保健診療車を活用した歯科保健活動を県歯科医師会が

支援しています。 

 

○災害発生時は飲料水等の不足によって、十分に口腔の清掃を行うことができません。

口腔の不衛生等による誤嚥性肺炎の予防など、災害時における口腔ケアの重要性に

ついて普及啓発が必要です。 

 

▼取組の方針 

 

県歯科医師会と連携し、被災した歯科医療機関での歯科保健医療実施体制を整備しま

す。 

➢ 災害により、本県で歯科医療機関が多数倒壊した場合は、県歯科医師会と連携し、

歯科保健診療車を活用した被災者への応急処置ならびに歯科保健活動を実施でき

る体制を整備します。 

 

被災者の口腔内の不衛生等による誤嚥性肺炎を予防するために口腔ケアの重要性に

関する普及啓発活動を促進します。 

➢ 避難生活では、水の不足等により、歯・口・入れ歯の清掃がおろそかになり、食

生活の偏り、水分補給の不足、ストレスなどによって、むし歯、歯周病、口臭な

どが生じやすくなります。また、高齢者は誤嚥性肺炎を引き起こしやすくなりま

す。 

➢  歯みがきができない場合でも、少量の水によるうがいや頻回な飲食を避けるなど、 

災害時における口腔管理の重要性を啓発します。 

 

被災者の口腔の状態に応じた摂食に向けた支援を推進します。 

➢ 栄養士会をはじめとする関係団体と連携し、口腔の状態に応じて摂取可能な食べ

物を選定することの重要性について普及啓発を図ります。 
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（10） 地域包括ケアシステムにおける在宅歯科医療提供体制の整備 

▼在宅歯科医療の現状 

 

① 地域包括ケアシステム 

 

○重度な要介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま

で続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供

される地域包括ケアシステムの構築が必要です。 

 

○このような中、介護保険法の地域支援事業（包括的支援事業）における在宅医療・

介護連携推進事業を各市町村で取り組むこととなっています。 

 

○具体的には、市町村が地域の医療・介護の関係機関・関係団体と協力して、地域の

医療・介護関係者が参画する会議の開催、在宅医療・介護連携に関する相談の受付、

在宅医療・介護関係者の研修等の取組みを実施することになります。 

 

○歯科についても地域包括ケアシステム（在宅医療・介護連携推進事業）において、

大きな役割を担うことが要請されています。 

 

② 人口動態 

 

○令和２年における県内の後期高齢者の割合は 15.5％ですが、今後も、その割合は増

加していくことが見込まれます（図表 31）。 

 

○要介護（要支援）認定者の数は、年々増加しています。令和３年度における認定者

の数は、約 10万７千人であり、15年前（平成 18年度）と比較し、約 1.5倍に増加

しています（図表 32）。 

 

○また、介護が必要となった主な原因では、認知症、脳血管疾患（脳卒中）、骨折・転

倒、高齢による衰弱が上位を占めています（図表 33）。 

 

○県内の死亡者数は、約２万４千人となっており、その数は微増で推移しています。 

主な死因は、悪性新生物（がん）、心疾患、老衰、脳血管疾患、肺炎が上位を占めて

います（図表 34）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



48 

 

【図表 31】後期高齢者数及び割合の将来推計               （単位：人） 

出典：令和２年の数値は国勢調査（総務省統計局） 令和７年、令和 22 年の推計値は日本の

地域別将来推計人口（令和５年 12月推計）（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

【図表 32】要支援・要介護度別認定者数の推移（岐阜県）    （単位：人） 

  
平成 18

年度 

平成 21

年度 

平成 24

年度 

平成 27

年度 

平成 30 

年度 

令和３ 

年度 

要支援１ 8,058 8,150 9,352 10,562 11,027 11,968 

要支援２ 7,589 9,030 11,416 13,239 14,692 15,554 

要介護１ 11,912 12,189 15,485 17,629 18,752 20,615 

要介護２ 13,109 14,221 16,445 18,158 18,993 19,540 

要介護３ 10,996 12,443 12,964 14,217 14,921 15,996 

要介護４ 8,885 10,145 10,973 12,316 13,149 14,059 

要介護５ 8,097 9,258 9,780 9,579 9,555 9,150 

合 計 68,646 75,436 86,415 95,700 101,089 106,882 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

 

【図表 33】介護が必要となった主な原因（上位５つ）（全国値） （単位：％） 

主な原因 総数 うち要介護者 うち要支援者 

 認知症 16.6 23.6 3.8 

 脳血管疾患（脳卒中） 16.1 19.0 11.2 

 骨折・転倒 13.9 13.0 16.1 

 高齢による衰弱 13.2 10.9 17.4 

 関節疾患 10.2 5.4 19.3 

 その他 7.1 8.5 6.5 

出典：厚生労働省国民生活基礎調査（令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年（2020年） 令和７年（2025年） 令和 22年（2040年） 

75歳以上人口 割合 75歳以上人口 割合 75歳以上人口 割合 

岐阜 113,892 14.4% 137,677 17.7% 137,694 19.6% 

西濃 54,646 15.2% 64,113 18.8% 64,803 22.5% 

中濃 56,168 15.4% 66,114 18.8% 69,448 22.8% 

東濃 55,181 17.1% 62,550 20.5% 62,142 24.6% 

飛騨 27,647 19.9% 30,173 23.8% 26,993 27.6% 

 県 307,534 15.5% 360,627 19.0% 361,080 21.9% 

全国 18,248,742 14.5% 21,546,558 17.5% 22,274,970 19.7% 
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【図表 34】主要死因別死亡者数（岐阜県）           （単位：人） 

 総数 

悪性 

新生 

物 

脳血

管疾

患 

心疾

患 
肺炎 

不慮

の事

故 

老衰 自殺 
肝疾

患 

慢性

閉塞

性肺

疾患 

平成 28年 22,471  6,049  1,892  3,477  1,938  797  1,911  347  238  251 

平成 29年 22,964  6,117  1,906  3,520  1,591  836  2,014  331  251  327 

平成 30年 23,062  6,132  1,780 3,511 1,504 896 2,057 328 240 319 

令和元年 23,417 6,171 1,751 3,475 1,556 819 2,414 317 227 268 

令和２年 22,720 6,043 1,678 3,281 1,231 787 2,562 291 232 262 

令和３年 24,126 6,301 1,669 3,509 1,174 803 2,877 309 248 257 

出典：岐阜県衛生年報 

 

③ 在宅歯科医療提供体制の状況 

 

（ア）在宅療養支援歯科診療所数 

在宅又は介護施設等における療養を歯科医療面から支援する在宅療養支援歯科

診療所は 224 箇所（令和５年５月）となっており、令和２年に比べ横ばいで推移

しています（図表 35）。 

   

【図表 35】在宅療養支援歯科診療所数          （単位：箇所） 

 令和２年５月 令和５年５月 

実数 人口 10万対 実数 人口 10万対 

岐阜 81 10.1 84 10.6 

西濃 31 8.3 33 9.2 

中濃 42 11.2 40 11.0 

東濃 57 16.9 57 17.6 

飛騨 12 8.0 10 7.2 

県 223 11.0 224 11.3 

出典：診療報酬施設基準（厚生労働省） 

 

（イ）訪問歯科診療等に対応できる歯科医療機関 

    

居宅を訪問し、歯科診療を行う訪問歯科診療を実施している歯科診療所の数は、

年々増加しています（図表 36）。 

   また、訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、歯科衛生士が訪問して

行う訪問歯科衛生指導を実施している歯科診療所は 145箇所となっています（図

表 36）。 
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【図表 36】訪問歯科診療等を実施している歯科診療所数    （単位：箇所） 

年度 平成 26

年度 

平成 29

年度 

令和 2 

年度 

訪問診療（居宅）を実施している歯科診療所数 219 225 235 

訪問診療（施設）を実施している歯科診療所数 267 267 239 

訪問歯科衛生指導を実施している歯科診療所数 159 161 145 

出典：医療施設調査（各年 10月１日現在） 

 

（ウ）訪問歯科診療を受けた患者数・歯科衛生士を帯同した訪問歯科診療を受けた患 

者数 

   訪問歯科診療の算定件数（令和３年）は、県全体で人口 10万人当たり 4,279.7

件となっており、圏域別では東濃圏域以外で県全体の値を上回っています(図表

37)。また、歯科訪問診療補助加算の算定件数（令和３年度）は、県全体で人口 10

万人当たり 2,974.3件となっており、圏域別では岐阜圏域、西濃圏域、飛騨圏域

で県全体の値を上回っています (図表 38)。 

 

【図表 37】歯科訪問診療料の算定件数             （単位：件）                                 

圏域 
平成 30年 令和 3年 

延数（割合） 人口 10万対 延数（割合） 人口 10万対 

岐阜 31,221（42.3%） 3,903.8 37,705（44.5%) 4,751.4 

西濃 12,908※（17.5%) 3,466.2 15,538（18.3%) 4,334.9 

中濃 17,782※（24.1%) 4,758.2 18,42※（21.8%) 5,058.7 

東濃 6,206（8.4%) 1,841.8 6,855（8.1%) 2,118.5 

飛騨 5,752（7.8%) 3,858.5 6,159（7.3%) 4,434.3 

県 73,869（100%) 3,635.5 85,685（100%) 4,279.7 

全国 5,886,537（－） 4,631.6 6,548,646（－） 5,191.3 

出典：ＮＤＢ（厚生労働省） 
※「レセプト情報・特定検診等情報の提供に関するガイドライン」により非開示処理された市町村のデー 

タを除外して集計しており、実際の数値は若干異なる。 

 

【図表 38】歯科訪問診療補助加算の算定件数          （単位：件） 

圏域 
平成 30年 令和３年 

延数（割合） 人口 10万対 延数（割合） 人口 10万対 

岐阜 29,048（51.3%） 3,632.1 31,702（53.9%） 3,995.0 

西濃 8,239※（14.5%） 2,212.4 11,468※（19.5%） 3,199.4 

中濃 11,273※（19.9%） 3,016.5 7,052※（12.0%） 1,935.9 

東濃 2,869（5.1%） 851.5 3,265（5.5%） 1,009.0 

飛騨 5,234（9.2%） 3,511.1 5,367（9.1%） 3,864.0 

県 56,663（100%） 2,788.7 58,854※（100%） 2,974.3 

全国 3,973,445（－） 3,126.4 4,349,445（－） 3,447.9 

出典：ＮＤＢ（厚生労働省） 
※「レセプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイドライン」により、マスク処理された市町村のデー 

タを除外して集計しており、実際の数値は若干異なる。 
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（エ）訪問口腔衛生指導を受けた患者数 

訪問歯科衛生指導料の算定件数（令和 3年）は、県全体で 10万人当たり 1983.4

件となっており、圏域別では岐阜圏域、中濃圏域、飛騨圏域で県全体の値を上回

っています(図表 39)。 

 

【図表 39】訪問歯科衛生指導料の算定件数           （単位：人） 

圏域 

平成 30年 令和３年 

延数（割合） 
人口 10

万対 
延数（割合） 

人口 10

万対 

岐阜 15,375 (44.2%) 1,922.4 18,632 (47.5%) 2,347.9 

西濃 4,789 (13.8%) 1,286.0 5,671※ (14.4%) 1,582.1 

中濃 7,962 (22.9%) 2,130.5 7,545 (19.2%) 2,071.2 

東濃 3,303 (9.5%) 980.3 3,365 (8.6%) 1,039.9 

飛騨 3,355 (9.6%) 2,250.6 4,033 (10.3%) 2,903.6 

県 34,784 (100.0%) 1,711.9 39,246 (100.0%) 1,983.4 

全国 2,355,673 (－) 1,853.5 2,621,754 （－） 2,078.3 

出典：ＮＤＢ（厚生労働省） 

※「レセプト情報・特定検診等情報の提供に関するガイドライン」により非開示処理された市町村のデー

タを除外して集計しており、実際の数値は若干異なる。 

▼高齢化に伴う在宅歯科医療の提供 

 

① 高齢化の進展によって、病気等によって歯科医療機関に通院できない人が増加し、

在宅で歯科医療を受ける人が増加すると見込まれます。 

 

② 口腔ケアが誤嚥性肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係が広く指 

摘されており、医科と歯科、歯科と介護の連携推進が必要です。 

 

③ 在宅等において患者の全身の状態に配慮しながら、訪問歯科診療を行うことが求

められ、地域包括ケアシステムにおける在宅歯科医療の役割は、今後ますます重

要になります。 

 

▼求められる機能 

 

① かかりつけ歯科医の役割 

歯科治療・歯科疾患予防などの歯科医療本来の役割に加え、基礎疾患の予防・

改善、初期症状の発見など、口腔を含めた全身の健康を支える役割が求められま

す。  

必要に応じて、病院や診療所への紹介を行い地域の医療機関と連携するなど、

かかりつけ歯科医としての役割が必要です。 

また、問診等の状況から認知症を早期に発見し、専門科医の受診勧奨や地域包

括支援センターまたは認知症疾患医療センターへ連絡するなど、地域におけるか

かりつけ歯科医としての機能も必要となります。 
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② 医科や介護との連携 

口腔ケアが誤嚥性肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係が広く

指摘されており、医科と歯科の連携推進が必要です。 

また、周術期の入院患者や介護保険施設に入所する介護を必要とする高齢者の

口腔ケアを日常的に行うためには、病院、介護保険施設との連携を図る必要があ

ります。 

歯科医療等業務従事者が、医療・介護従事者と連携を図りつつ、在宅歯科医療

サービスを提供することが求められています。 

 

③ 生活の場において口腔ケアを提供できる体制づくり 

    歯みがき、うがいなどによって、口腔を清潔に保つための「口腔ケア」を、県

民の暮らしの中心となる生活の場において、継続的に提供できる体制づくりが必

要です。 

県民の生活状態や健康状態など、個々の口腔状態に応じた「口腔清掃」や「口

腔リハビリ」を実施することが重要となります。 

介護を必要とする高齢者の口腔ケアの場合、本人やその家族及び介護事業者等

が、口腔ケアの目的・重要性・継続する事の大切さを十分に理解して実施する必

要があることから、本人やその家族及び介護事業者等に対する知識の普及啓発を

行うなど、日常的な口腔ケアの定着に向けた取組みを進める必要があります。 

 

④ 介護予防 

   介護予防のための口腔機能の向上を図ることが必要となります。 

   口腔機能の維持を図るには、摂食嚥下訓練による口腔機能の維持や、定期的な

歯科健診による早期発見・早期治療によるむし歯予防、歯周病予防が重要となり

ます。 

   成人期から、むし歯予防、歯周病予防による噛める歯の維持や摂食嚥下を意識

した口腔機能の維持・向上を推進し、歯科医療等業務従事者による歯と口腔の健

康づくりから介護予防の取組みを推進する必要があります。 

 

▼取組の方針 

医療と介護の両方を必要とする高齢者が安心して療養生活を送ることができるよう

在宅歯科医療提供体制を構築します。 

➢ 訪問歯科診療を提供する歯科医療機関の増加を図るため、在宅歯科医療に対応でき

る歯科医師、歯科技工士、歯科衛生士を養成します。 

➢ 介護を必要とする高齢者の口腔内の状態異変への早期発見・早期治療に繋げるため、

介護する家族に対する口腔内の状態を学ぶ研修や普及啓発を図ります。 

 

誤嚥性肺炎予防のため、口腔機能訓練及び口腔ケアの普及を図ります。 

➢ 口腔ケアを効果的に実施するため、看護師や介護職員に対する適切な口腔内の状

態の把握や定期的な評価を行うための研修を実施する等、日常的に実施する口腔

ケアの質の向上を図ります。 

➢ 歯科疾患予防や口腔機能管理に向けた摂食嚥下機能訓練等の実施を推進します。 

➢ 口腔清掃指導環境の充実に向けた取組みを支援します。 

歯科と医療・介護が連携した在宅歯科医療提供体制の整備を推進します。 
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➢ 周術期の口腔管理や、入院中や在宅における誤嚥性肺炎予防のための口腔ケアなど、

医科と歯科が連携した歯科医療が提供できる体制づくりを推進します。 

➢ 介護を必要とする高齢者に訪問看護や訪問介護などのサービスを提供する多職種

に対し、口腔ケアの重要性について普及を図るとともに、歯科と介護等の連携体制

を推進します。 

➢ 地域の病院と歯科診療所が連携し、入院患者への訪問歯科診療や周術期口腔機能管

理などの専門的な口腔機能管理を受けられるような体制づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


